
川西市見守り協力事業者ネットワーク事業実施要綱

生活困窮世帯や単身高齢者、障がい者世帯など社会からの孤立が問題となって

いる中で、異変を早期に察知し支援につなげることが課題となっている。

現在、民生委員や福祉委員をはじめ、地域住民による見守りが行われているが、

本市では地域での見守りに加え、各家庭を訪問しているライフライン等の民間

事業者の協力による見守り制度を新たに創設するものである。

（名称）

第１条 この事業の名称を、川西市見守り協力事業者ネットワーク事業（以下、

「事業」という。）とする。

（目的）

第２条 この事業は、川西市（以下、「市」という。）と事業に協力いただける事

業者（以下、「協力事業者」という。）が相互に連携して、生活の見守り活動を

実施することにより、異変を早期に発見し対応を行い、市民が住み慣れた地域

で安心して生活が続けられるように支援することを目的とする。

（定義）

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。

（１）協力事業者…通常業務において定期的な訪問活動を行い、訪問先宅の

異変を発見することが可能な事業者で、事業の趣旨に賛

同し、第５条の規定による協定を締結した事業所をいう。

（２）見守り活動…協力事業者自身の通常活動において、住民生活の異変を

発見したときに、市へ連絡することをいう。

（実施主体および対象者）

第４条 この事業の実施主体は市とし、見守り活動の対象者は川西市民とする。

（協定の申込み・締結）

第５条 事業に協力いただける事業所は、「川西市見守り協力事業者ネットワー

ク事業協力事業者登録書」（別記様式１）により、市長へ登録申し込みをして

もらうものとする。

２ 市長は、前項の規定により登録の申し込みがあった場合、その内容を確認し、

当該事業所を協力事業者として登録し、協定（別記様式２）を締結する。

３ 協定を締結できる事業者は、通常業務において定期的な訪問活動を行い、訪



問先の異変を発見することが可能であり、かつ事業の趣旨に賛同し見守り活

動に協力できる事業者であること。また、宗教行為、政治活動、その他公序

良俗に反する活動を目的とする事業者等は、協定を締結することはできない。

４ 協定書は、２通作成しそれぞれ１通を保有する。

（市の業務）

第６条 市は、次に掲げる業務を行う。

（１）事業に関する普及・啓発

（２）事業の実施に関する協力事業者との連絡調整

（３）協力事業者の登録及び名称の公表

（４）協力事業者に対する事業の説明

（５）協力事業者からの連絡への対応

（６）事業に関する協力事業者への対応報告

（７）その他、事業の実施に付随する業務

（協力事業者の活動）

第７条 協力事業者は、事業の趣旨を従事者に周知し、その事業活動において次

の活動を行うものとする。

（１）日常業務において、別紙『川西市見守り協力事業者ネットワーク事業実施

マニュアル』を参考に、対象者の見守りを行う。ただし、協力事業者は、連

絡の有無により対象者に不利益が生じても、責任を負わないものとする。

（２）市の見守り機能等について広報を行う。

（個人情報の保護）

第８条 協力事業者は、事業の実施にあたり知り得た個人情報を、事業の実施中

または終了後においても適切に管理し、第三者への提供または事業以外の目的

に使用してはならない。

（協定の期間・解除）

第９条 本協定の有効期限は本協定締結日から1 年間とする。ただし、期間満了

の1 か月前までにいずれからも協定解除（別記様式３）の申出が無いときは、

さらに1 年間延長するものとし、以降も同様とする。

２ 市は、協定を締結した企業が、第５条第３項の規定に該当することが明らか

になった場合、又は法令に違反した場合、その他協定企業として適当でなくな

ったとみとめられる場合は、協定を解除することができる。

（補則）



第１０条 この要綱に定めるもののほか、事業の実施について必要な事項は、別

に定める。

付 則

（施行期日）

この要綱は、平成２６年２月１日から施行する。

付 則

（施行期日）

この要綱は、平成２６年８月１９日から施行する。

付 則

（施行期日）

この要綱は、令和５年３月１日から施行する。

付 則

（施行期日）

この要綱は、令和５年８月１日から施行する。



別記様式１（第５条関係）

年 月 日

川西市長 宛

「川西市見守り協力事業者ネットワーク事業」協力事業者登録書

川西市民の見守り事業の協力事業者として登録したいので、川西市見守り
協力事業者ネットワーク事業実施要綱第５条第 1項の規定により、次のとお
り申し込みます。

記

事業者名称

代表者名

所在地 〒

担当部署

担当者名・連絡先
ＴＥＬ： ＦＡＸ：

事業内容・活動内容

従業員・構成員数
人

（うち、見守り活動を行う者の人数 人）

その他



協力事業者確認票

上記内容に相違ありません。
【事業者名 】

項 目 ○・×

この活動の趣旨に賛同する。

通常業務において定期的な訪問活動を行い、訪問先宅の異変を発見
することができる。

本人が倒れているなど緊急を要する場合は、現場担当者から救急車
や消防等に直接通報できる。

活動の実施にあたり知り得た個人情報を、活動の実施中または終了
後においても適切に管理し、第三者への提供または活動以外の目的
に使用しない。

この取り組みを販売促進等への目的に使用しない。

この活動を通じて、宗教行為、政治活動、その他公序良俗に反する
活動を行わない。

この活動の実施について、疑義が生じたときは、その都度、市と協
力事業者で協議する。

川西市暴力団排除条例に違反する行為はない。



別記様式２（第５条関係）

｢川西市見守り協力事業者ネットワーク事業｣
に関する協定書

社会と孤立状態にある市内の生活困窮世帯
や単身高齢者、障がい者世帯などをいち早く察
知し、支援につなげるために、民間と行政が一体
となり、社会全体で見守りを行っていく必要があり
ます。
ここに、だれもが生命の大切さを考え、住み慣

れた地域の中で、安心して自立した生活を営むこ
とができる地域社会の実現に向けて、「川西市
見守り協力事業者ネットワーク事業実施要綱」に
基づき、ともに取り組んでいくための協定を締結し
ます。

年 月 日

( 住 所 )

（事業者名）
（役職） （代 表 者 名） ㊞

川西市中央町 12 番 1 号

川 西 市 長 ㊞



別記様式３（第９条関係）

年 月 日

川西市長 宛

｢川西市見守り協力事業者ネットワーク事業｣に関する協定解除届

下記の理由により、協定を解除します。

事 業 所 等

所 在 地
〒

業 種

代 表 者 氏 名

辞 退 理 由


